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要約
中国における知的財産権の侵害問題は改善傾向にはあるものの、模倣品

問題はいまだに深刻であり、知財保護はまだ不十分な状況にある。しか
し、他方では中国は知財を戦略的に活用しながら、「模倣大国」から「知
財大国」、さらには「知財強国」への転換に向けた政策を推進している。
2008年に公表された「国家知的財産権戦略綱要」では知財が国家戦略に
掲げられ、2015年に公布された「新情勢下における知的財産権強国建設
の加速に関する意見」では「知財強国」が政策文書に初めて盛り込まれた。
政策の成果として、中国の国際特許出願件数は2019年に米国を抜いて初
の世界1位となった。ただし、中国の特許は「出願件数は多いが価値はまだ
それほど高くない」と評価されている。こうした状況の下、2035年まで
に知的財産権の総合競争力が世界トップレベル入りを果たし、知財強国を基
本的に完成させることを目標とした「知的財産権強国建設要綱（2021〜
2035年）」が2021年9月に公表された。中国における知財政策の推進を
ビジネス面から見ると、チャンスとリスクが混在している状況にあるが、日
本企業としてはいわば「是々非々」で対応していくことが必要である。

はじめに
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国間の覇権争い」がある。このため、米国は中国による知的財産権の侵害を
問題視し、輸出管理と投資に関わる規制を強化している。実際、中国の知財
侵害問題はいまだ存在し、しかも深刻化している状況にある。

しかし、他方では中国は知財を戦略的に活用しながら、「模倣大国」から
「知財大国」、さらには「知財強国」への転換に向けた政策を推進している
ことには留意する必要がある。米中対立の激化を背景に、科学技術の「自立
自強」を模索する中、中国が知財強国を目指す動きはますます加速化してい
くことが予想される。事実、中国は2021年9月22日、2035年を展望した知財
政策の長期計画「知的財産権強国建設要綱（2021〜2035年）」を公表した。

本稿はこうした状況を踏まえ、まず米中対立の焦点ともなっている中国の
知財侵害問題の現状について、日本企業の事業展開に及ぼしている影響等を
基に確認する。次に、中国が知財を戦略的に活用しながら「知財強国」に転
換すべく、政策を推進していることに鑑み、知財分野における中国の国家戦
略の変遷について概観するとともに、中国の知財戦略の成果および技術力の
評価について検証する。その上で、「知的財産権強国建設要綱」の内容を概
観することで、中国政府の知財政策の現状と今後の方向性を包括的に考察し
ていくことを目的とする。

1．中国における知財侵害問題の現状

まず中国の知財侵害問題の現状について、日本企業の中国での事業展開に
及ぼしている影響等を基に確認してみよう。国際協力銀行（以下、JBIC）が
2021年1月15日に公表した「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査
報告：2020年度海外直接投資アンケート調査結果（第32回）」によれば注1、
中国での事業展開における課題として「知的財産権の保護が不十分」を挙
げた回答率は37.2％と4割近くに達し、「他社との激しい競争」（68.6％）、
「労働コストの上昇」（62.8％）、「法制の運用が不透明」（48.7％）に次
ぎ、4番目に多かった（図1）。

�また、同調査報告において、中期的（今後3年程度）に有望と考える事業

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


100 ◆　国際貿易と投資　No.126

展開先国として、中国は首位だったものの、有望国上位10か国の中で、「知
的財産権の保護が不十分」を海外事業展開における課題と回答した企業の割
合を見ると、中国が最も多かった（図2）。ただし、「知的財産権の保護が
不十分」を課題と挙げる割合は2017年度までは40％以上だったものの、2018
年度以降は30％台で推移しており注2、回答率は低下傾向にある（図3）。

�JBICのアンケート調査の結果から、改善傾向にはあるものの、知財保護
が不十分なことが、中国での事業展開に影響を及ぼしていることが確認され
た。それでは、具体的にはどのような問題があるのであろうか。中国に進出
する日本企業で構成する中国日本商会は、直面している課題解決のための建
議を中国政府に対して取りまとめた「中国経済と日本企業白書」を2010年
より発行しているが注3、ここでも知的財産権は常に共通課題となっている。
2021年6月16日に公表された中国経済と日本企業白書（2021年版）では「知
的財産の保護・活用面が着実に進展している一方、いまだに解決されること
のない課題も多くある。特に正当な権利を有しない他者が商標を出願する冒

資料：国際協力銀行；「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」2021年1月を基に筆者作成

図1．中国での事業展開における日本企業の課題
� （単位：％）
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注：括弧内の順位は中期的な有望国ランキングにおける順位
資料：図1に同じ

図2.「知的財産権の保護が不十分」が課題と回答した企業の国・地域別割合
� （単位：％）

資料：国際協力銀行；「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」各年度版を基に筆者作成

図3．中国で「知的財産権の保護が不十分」を課題と挙げる企業の割合の推移
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認商標出願を代表例とする商標や専利の非正常出願は大きな課題となってお
り注4、また、模倣品の問題も依然として残されている」と指摘している注5。
模倣は巧妙化しており、部品単位で出荷し市場の近辺で最終組立・梱包を実
施したり、保管・輸送時にはノーブランドもしくは別ブランドにしたり、ビ
ジネス（生産、輸送、販売等）自体を摘発執行機関の勤務時間外である夜間
や休日に行う等、摘発回避の手段も多様化が進んでいるとされる。

こうした現状を踏まえ、白書は中国政府に対して、知的財産の適切な保護
の促進や知的財産に関わる公正な競争環境の実現および紛争処理の公平化・
合理化を建議している。

実際、知財問題のうち、古くて新しい問題といえるのが模倣品被害であ
る。特許庁が2021年3月12日に公表した「2020年度模倣被害実態調査報告
書」によると注6、模倣品の製造国、経由国、販売国が中国（香港を除く）と
する法人数はそれぞれ、4,893社、1,357社、4,015社となり、国・地域別では

資料：特許庁；「2020年度模倣被害調査報告書」2021年3月を基に筆者作成

図4．日本の国・地域別模倣被害状況
� （単位：社）
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いずれも最多であった（図4）。

2．知財強国を目指す中国の国家戦略の変遷

中国の知財侵害について、従来の模倣品問題はいまだに深刻であり、しか
も巧妙化している状況にある。しかし、他方では中国は知財を戦略的に活用
しながら、「模倣大国」から「知財大国」、さらには「知財強国」への転換
に向けた政策を推進していることには留意する必要がある。ここでは知財強
国に向けた中国の国家戦略の変遷について概観する。

中国が知財関連の法整備を始めたのは1980年代に入ってからだ（図5）。
1982年に商標法、1984年に特許法などに相当する専利法を制定した。日本の

資料：�科学技術振興機構；「中国知財戦略に関する調査」2017年3月および中国政府の公表資料を基に
筆者作成

図5．中国の知財戦略の発展の変遷
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特許制度は「専売特許法」が施行された1885年から始まったとされており、
中国の法整備は日本に約100年遅れたことになる。

�中国が政策として知財戦略に本格的に乗り出したのは2000年代になってか
らで、2008年6月に国務院から「国家知的財産権戦略綱要」が公表され、こ
こで知財が国家戦略の一つに掲げられた注7。また、2011年3月に策定された
「第12次5か年計画（2011〜2015年）」において、科学技術イノベーション
を支援する政策強化の一環として、知財戦略を実施していく方針が打ち出さ
れた注8。さらに、2015年12月に国務院から「新情勢下における知的財産権強
国建設の加速に関する意見」が公布され、「知財強国」が政策文書に初めて
盛り込まれた注9。同意見を踏まえて、2016年3月に発表した「第13次5か年計
画（2016〜2020年）」では、「知財強国」が国家目標に位置付けられた注10。

こうした変遷を経て、2021年3月に開催された全国人民代表大会（全人
代、国会に相当）において審議・採択された「第14次5か年計画（2021〜
2025年）および2035年までの長期目標要綱」では、知財政策は「第7章：科
学技術イノベーション体制メカニズムの整備」の「第2節：知的財産権保護
運用体制の整備」に謳われており、中国が推進するイノベーション型駆動発
展において、知財が重要な役割を担うという方向性が明確化されている注11。

具体的には、知的財産権強国戦略を実施し、厳格な保護制度を実行すると
ともに関連の法律法規を整備し、新分野・新業態の知的財産権立法を加速す
るとしている。また、司法保護および行政法執行を強化するとともに侵害に
対する懲罰的賠償制度を整備し、損害賠償を強化するといった方針も打ち出
されており、知財強国へ向けて、中国は立法・行政・司法面から体制整備を
図ろうとしている。

実際、2021年6月からは「改正専利法」が施行され、故意侵害に最高5倍の
懲罰的賠償を課す規定が新設されたほか、侵害訴訟における法定賠償額の上
限額が現行の100万元から500万元に引き上げられるなど、侵害行為に対する
懲罰が強化されている注12。

この他にも、①専利集約型産業の育成、②科学研究機構および高等教育機
関の知的財産権処理における自主権拡大、③無形資産評価制度の整備、④知
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的財産権保護運用公共サービスプラットフォームの構築などの政策が掲げら
れている。

3．中国の知財戦略の成果および技術力に対する評価

中国は2000年代以降、知財戦略を本格的に推進しているが、その成果は
どうであろうか。中国の知財分野における躍進事例として、とりわけ指摘
されているのが急速な特許出願件数の増加だ。世界知的所有権機関（World 
Intellectual Property Organization：WIPO）によれば注13、中国の特許協力条
約（Patent Cooperation Treaty：PCT）に基づく国際特許出願件数は注14、
2017年に4万8,903件で日本を上回って世界2位、2019年は5万9,177件で米国を
抜いて初の世界1位となった（図6）。

2020年も68,764件と2年連続で世界1位となり、しかも2位の米国の（5万
8,730件）を1万件以上上回った注15。ちなみに、2020年は韓国が2万54件と初

資料：世界知的所有権機関（WIPO）の統計データを基に筆者作成

図6．主要国のPCT国際特許出願件数の推移
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めて2万件を超え、ドイツを抜いて世界4位に浮上した。
中国の特許出願件数が急増した要因としては、①国家目標に基づいたノル

マ（第13次5か年計画では1万人当たりの特許保有件数を12件と設定）、②出
願・登録に対する奨励・補助、③ハイテク企業認定によるインセンティブ
（知的財産権の保有が認定条件）などが指摘されている。

�なお、中国の国際特許の出願元は、通信機器大手の華為技術（ファーウェ
イ）が圧倒的に多い。2020年は5,464件と4年連続で世界1位となり、3位の三
菱電機（2,810件、日本企業ではトップ）の2倍近い規模だった（図7）。フ
ァーウェイ社に加えて、7位に液晶パネル大手のBOE、8位に通信機器大手
のOPPOと、上位10社に中国企業が3社ランクインした注16。

�中国の特許出願は急増しているが、その質はどうなのだろうか。経済産
業省が毎年発表している「通商白書」の2019年版は日米中3か国の特許出願
（2012〜2016年の累計値）を比較している注17。産業別に件数をみると、3

資料：世界知的所有権機関（WIPO）；「Facts and Figures」を基に筆者作成

図7．出願元別PCT国際特許出願件数ランキング（2020年）
� （単位：件）
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か国ともに「次世代IT産業」が最も多いが、米国は8万2,000件、中国は6万
4,681件であるのに対して、日本は1万6,486件と、米国の6分の1、中国の4分
の1程度に過ぎない（図8）。

�しかし、特許の評価額を比べると、次世代IT産業において、中国は1,486
億ドルだったのに対して、日本は2,954億ドルと逆に中国の約2倍の規模だっ
た（図9）。このデータを見る限り、中国の特許は「出願件数は多いが価値
はまだそれほど高くない」といえる。

�特許庁のレポート「経営における知的財産戦略事例集」によると注18、台
湾の電子機器製造、鴻海（ホンハイ）精密工業の元法務責任者は「我々から
見れば、中国の特許の質はまだまだ」、「中国企業の特許の品質を、評価指
標を用いて分析すれば、無駄な不安を避け、対応策を練ることも可能」など
とコメントしている。

実際、統計から見ても、中国はまだ質的には特許大国とはなっていないと
いえる。国家外貨管理局が公表した国際収支統計から、主に特許に関わる
「知的財産権等使用料」をみると注19、中国は海外からの受取よりも海外へ

資料：経済産業省；「通商白書2019」（原典はBvD「Orbis-IP」）を基に筆者作成

図8．日米中企業の特許出願件数比較（2012年～2016年累計）
� （単位：1,000件）
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の支払の方が圧倒的に多い。2020年は受取が前年比29.5％増の85億5,446万ド
ルと3割弱の増加となったものの、支払も9.9％増の377億8,173ドルと2桁近い
増加となり、この結果、収支の赤字は5.3％増の292億2,727万ドルに拡大した
（図10）。

�とはいえ、過小評価は禁物だろう。筆者がヒアリングした技術に詳しい関
係者は「特許出願には人材と資金が必要。件数が日本を上回るということ
は、人材と資金が上回っていることを示唆している。そういう意味では、将
来に対して警鐘を鳴らさないといけない」と強調している。

4．知的財産権強国建設要綱の内容の概観

「模倣大国」とも揶揄された中国は、「知財強国」を国家目標に位置付
け、立法・行政・司法面での体制整備をはじめ、さまざまな政策を推進して
きた。PCT国際特許出願件数は2019年に米国を抜いて世界1位になり、今後
は課題とされる量から質への転換も進んでいくことが見込まれる。

資料：図8に同じ

図9．日米中企業の特許評価額比較（2012年～2016年累計）
� （単位：億ドル）
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こうした状況の下、「知的財産権強国建設要綱（2021〜2035年）」（以下、
要綱）が2021年9月22日、中国共産党中央委員会と国務院から公表された注20。
2008年6月に発表された「国家知的財産権戦略要綱」を13年ぶりに改定し、
今後の長期的な展望を示した中国の知財政策文書として、関係者の注目を集
めている。

要綱は全9部で構成され、さらに24項目に細分化されている（表1）。
まず、「（1）戦略的背景」および「（2）全体的要求」が総論、続いて
「（3）社会主義現代化に向けた知的財産権制度の建設」から「（8）知的
財産権のグローバルガバナンスへの参画促進」までが各論となり、最後に
「（9）組織保障」が掲げられている。以下、項目ごとに要綱の注目ポイン
トを概観してみよう。

資料：国家外貨管理局の統計資料を基に筆者作成

図10．中国の知的財産権等使用料の推移
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�（1）戦略的背景
要綱が策定された戦略的背景としては、新たな発展段階に入り、質の高い

発展を推進することは経済の持続的で健全な発展を維持するための必然的な
要求であり、イノベーションは発展をリードする第一の原動力であり、知的
財産権は国家発展の戦略的資源および国際競争力の中核的要素としての役割
がより明確化していることが指摘されている。

その上で要綱は、知的財産権強国戦略を実施し、中国の特色ある世界レベ

表1．知的財産権強国建設要綱の構成
（1） 戦略的背景

（2） 全体的要求

① 指導思想

② 活動原則

③ 発展目標

（3） 社会主義現代化に向けた
知的財産権制度の建設

④ 法律体系の構築

⑤ 管理体制の構築

⑥ 政策体系の構築

⑦ 規則体系の構築

（4） 世界一流のビジネス環境を支える
知的財産権保護体系の建設

⑧ 司法保護体制の整備

⑨ 行政保護体系の整備

⑩ 協同保護構造の整備

（5） イノベーション発展を奨励する
知的財産権市場運営メカニズムの建設

⑪ 創造メカニズムの整備

⑫ 運用メカニズムの整備

⑬ 市場化運営メカニズムの整備

（6） 人民の便宜を図る
知的財産権公共サービス体系の建設

⑭ 公共サービスの供給強化

⑮ 公共サービスの標準化・規範化・
ネットワーク化建設の強化

⑯ 情報サービスモデルの構築

（7） 知的財産権の質の高い発展を促進する
人文社会環境の建設

⑰ 文化理念の形成

⑱ 文化伝播マトリックスの構築

⑲ 人材発展環境の構築

（8） 知的財産権のグローバルガバナンスへの参画促
進

⑳ 改革と建設への積極的な参画

㉑ 国際協力 ネットワークの構築

（9） 組織保障

㉒ 組織指導の強化

㉓ 条件保障の強化

㉔ 審査評価の強化

資料：�中国共産党中央委員会、国務院；「知的財産権強国建設要綱（2021～2035年）」2021年9月22日
を基に筆者作成
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ルの知財強国を建設することは、国家の核心的競争力を高め、ハイレベルの
対外開放を拡大し、より質が高く、効率的で、公平で、持続可能で、安全な
発展等を実現する上で、重要な意義があると強調している。

（2）全体的要求
①指導思想および②活動原則

改革とイノベーションを根本的な原動力として、知的財産権保護の強化を
しっかりと把握することは、財産権保護制度を整備する最も重要な内容であ
り、国家の経済競争力を高める最大の激励であることなどを指導思想として
いる。また、法治保障と厳格な保護、改革駆動と質の高い発展のための原動
力の提供、経済、科学技術、文化、社会等の重点分野との融合発展の推進と
いった活動原則を掲げている。

③発展目標
要綱では、中期（2025年）および長期（2035年）と2段階に分けた目標が

設定されており（表2）、第1段階として2025年に向けて、定性と定量の二つ
の側面から目標を定めている。定性面では知財保護をより厳格化するという
スタンスを取りつつ、知財の市場価値をさらに明確化するとともに、ブラン
ド競争力も大幅に向上させることで、知的財産権強国の建設が明確な成果を
収めることを目指している。

表2．知的財産権強国建設要綱の発展目標

2025年 2035年

【定性目標】
知的財産権強国の建設が明確な成果を収め，知的財産権の保護がより
厳格化され，社会的満足度が高いレベルに到達・維持され，知的財産
権の市場価値がさらに明確化され，ブランド競争力が大幅に向上

【定性目標】
知的財産権の総合競争力は世界トップレ
ベルに入り，制度システムが整備され，
イノベーション・創業による発展が促
進され，社会全体の知財文化の自覚が基
本的に形成され，グローバルガバナンス
に全方位的・多層的に参画する国際協力
構造が基本的に形成され，中国の特色あ
る，世界レベルの知的財産強国が基本的
に完成

【定量目標】
専利集約型産業の付加価値の対GDP比率：13％
著作権産業の付加価値の対GDP比率：7.5％
知的財産権使用料の年間輸出入総額：3,500億元
1万人当たりの高価値専利保有件数：12件

資料：表1に同じ
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他方、定量面では、専利集約型産業および著作権産業の付加価値の対
GDP比率をそれぞれ、13％、7.5％に向上させるとともに、知財使用料の年
間輸出入総額を3,500億元、1人当たりの高価値専利保有件数を12件に増加さ
せるといった数値目標を掲げている。

その上で、第2段階として2035年までに、知的財産権の総合競争力が世界
トップレベル入りを果たし、世界レベルの知的財産強国を基本的に完成させ
ることを最終目標としている。

（3）社会主義現代化に向けた知的財産権制度の構築
要綱は、社会主義現代化に向けた知財制度を建設すべく、法律、管理、政

策、規則という4つの面から体系を構築していくとしている。

④法律体系の構築
知財権の基礎的な法律研究を展開し、専門的な法律法規間の連携を適切に

行い、法律法規の適用性と統一性を強化する。また、知財権の濫用行為を規
制する法制度および知財権に関連する独占禁止、不正競争防止等の分野の立
法を整備する。

さらに、ビッグデータ、人工知能（AI）、遺伝子技術などの新分野・新
業態の知財権立法を加速するほか、権利侵害懲罰的賠償制度を全面的に実施
し、損害賠償力を強化する。

⑤管理体制の構築
管理体制メカニズムの最適化を継続し、中央の知財権保護のマクロ管理、

地域協調、渉外関連事項の統一計画などの権限を強化し、管理効率を高め
る。

⑥政策体系の構築
厳格な保護政策を堅持し、知財権益の分配メカニズムを整備するととも

に、知識価値の増加を指向する分配制度を整備し、知財価値の実現を促進す
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る。また、保護強化を指向する専利商標審査政策を整備する。

⑦規則体系の構築
新技術、新産業、新業態、新モデルの知財権保護規則を整備する。また、

インターネット分野の知財権保護制度の整備を模索するとともに、データ
の知財権保護規則の構築を検討する。さらに、アルゴリズムや人工知能
（AI）による産出物の知財権保護規則を研究する。

（4）世界一流のビジネス環境を支える知的財産権保護体系の建設
要綱では、ビジネス環境を支える知財権保護体系の建設に向けて、司法・

行政保護体系および協同保護構造を整備することが謳われている。

⑧司法保護体制の整備
ハイレベル知財権裁判機構建設プロジェクトを実施し、スマート法院の建

設を強化するとともに、地域横断的知財権遠隔訴訟プラットフォームの建設
を積極的に推進する。また、刑事取締りを強化し、知財権犯罪捜査業務制度
を整備する。

⑨行政保護体系の整備
行政担当者の専門化レベルを向上させ、行政保護技術調査官制度の確立を

模索する。また、対外貿易知財権保護調査メカニズムを構築するとともに、
税関による知財権保護を強化し、国際的な知財協力を推進する。

⑩協同保護構造の整備
党中央による統一的な指導を堅持し、政府の職責履行、法執行部門の厳格

な監督管理、司法機関の公正な司法、市場主体の規範的な管理、業界組織の
自律的自治、社会公衆の誠実な法律遵守といった知財権の協同保護を実現す
る。
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（5）イノベーション発展を奨励する知的財産権市場運営メカニズムの建設
要綱は、イノベーション発展を奨励する知的財産権市場運営メカニズムを

建設すべく、創造、運用および市場化運営に関わるメカニズムを整備すると
している。

⑪創造メカニズムの整備
特許、商標、著作権等の知財権が連携効果を発揮するよう誘導し、知財権

競争力の強い世界一流企業を育成する一方、中小企業知財権戦略推進プロジ
ェクトの実施を深化させる。

⑫運用メカニズムの整備
地域の発展、政府が投資する重大な経済・科学技術プロジェクトにおける

専利ナビゲーションの役割を積極的に発揮させ、伝統的な優位産業、戦略的
新興産業、未来産業の発展における専利ナビゲーションの応用を強力に推進
する注21。また、国有知財権の帰属と権益分配メカニズムを改革し、科学研
究機関や高等教育機関の知財権処理における自主権を拡大させる。

⑬市場化運営メカニズムの構築
知財権運営体系建設プロジェクトを実施し、産業に焦点を当て、地域を牽

引する運営プラットフォームを建設し、国際化、市場化、専門化された知財
権サービス機構を育成し、知財権サービス業の格付け分類評価を展開する。

また、知財権金融を発展させ、知財権質権設定情報プラットフォームを整
備し、知財権融資モデルの刷新を模索する。

（6）人民に便宜を図る知的財産権公共サービス体系の建設
要綱では、公共サービスの供給や標準化、規範化、ネットワーク化の強化

および情報サービスモデルの構築の推進により、知財権公共サービス体系を
建設していく方針を打ち出している。
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⑭公共サービスの供給強化
知財権公共サービススマート化建設プロジェクトを実施し、国家知財権ビ

ッグデータセンターと公共サービスプラットフォームを整備し、経済、科学
技術、金融、法律等の情報との共有・融合を実現する。

また、専門的で便利な知財権公共コンサルティングサービスを強化し、中
小企業とスタートアップ企業の知財権公共サービスメカニズムを整備する。

⑮公共サービスの標準化、規範化、ネットワーク化建設の強化
情報技術を効果的に利用し、オンラインとオフラインの手段を総合的に運

用することで、知財権公共サービスの効率を高める。

⑯情報サービスモデルの構築
知財権データ基準の制定およびデータ資源の供給を強化し、市場化、社会

化された情報加工およびサービスメカニズムを構築する。また、知財権デー
タ取引市場を規範化し、知財権情報の開放・共有を推進し、データの開放と
プライバシー保護の関係を適切に処理し、知財権データ資源の市場価値を十
分に実現する。

（7）知的財産権の質の高い発展を促進する人文社会環境の建設
要綱では、知財権の質の高い発展を促進する人文社会環境を建設すべく、

文化の理念形成や伝播マトリックスの構築を図るとともに、人材発展環境を
構築するとしている。

⑰文化理念の形成
教育指導、実践養成および制度保障を強化し、公民が知財権を自覚的に尊

重・保護する行為習慣を育成し、権利侵害・模倣行為を自覚的に抑制する。

⑱文化伝播マトリックスの構築
伝統メディアと新興メディアが融合発展する知財権文化伝播プラットフォ
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ームを構築し、ソーシャルメディアやショート動画などの新しいメディアチ
ャネルを開拓する。

⑲人材発展環境の構築
知財権専門人材育成計画を実施する。また、知財権弁護士の育成と研修業

務を適切に行うほか、知財権に関わる国際人材の育成を強化する。

（8）知的財産権のグローバルガバナンスへの参画促進
要綱は、知財権のグローバルガバナンスへの参画を促進すべく、「一帯一

路」等も活用しながら、国際協力ネットワークを構築していくという方針も
打ち出している。

⑳改革と建設への積極的参画
知財権分野の対外開放を拡大し、国際対話交流メカニズムを整備し、知財

権に関連する国際貿易、国際投資等の国際規則および基準の整備を推進す
る。また、知財権仲裁の国際化レベルを向上させる。

㉑国際協力ネットワークの構築
知財権の多国間協力体系を積極的に維持・発展させ、国連、世界貿易機関

等の国際枠組みおよび多国間メカニズムにおける協力を強化する。また、
「一帯一路」共同建設国・地域と知財権に関する実務協力を深化させ、ハイ
レベルな協力プラットフォームを構築する。

（9）組織保障
要綱は、組織指導・条件保障・審査評価の強化を通じて組織保障を図る意

向を示している。

㉒組織指導の強化
知的財産権強国建設活動に対する党の指導を全面的に強化し、国務院知的
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財産権戦略実施工作部間連席会議の役割を十分に発揮させ、要綱の年度推進
計画を制定・実施する。

㉓条件保障の強化
中央と地方の財政投入保障制度を整備し、要綱の実施作業に対する支援を

拡大する。財政・税制、投融資などの関連政策を総合的に運用し、多元化、
多ルートの資金投入体系を形成し、任務の実行を保障する。

㉔審査評価の強化
国家知識産権局は関係部門と共同で要綱の実施における調整メカニズムを

構築し、年度モニタリングおよび定期評価総括を展開し、任務の実行状況に
ついて督促・検査を行い、関連業務の評価に組み入れる。

�総じて見れば、今般公表された要綱からは、中国が科学技術の自立自強を
模索する中、①知財権の戦略的な活用を通じたイノベーションの促進、②規
制・制度の整備による中国企業の知財権保護の強化、③知財権分野における
国際的なプレゼンスの拡大などを図ろうとする方向性がうかがわれる。

中国は世界レベルの知的財産強国を目指して、綱要に基づいて長期的な政
策を展開していくことが見込まれる。他方、要綱はあくまで基本方針を示し
たものであり、詳細が不明な項目も少なくなく、今後の具体的な取り組みが
注目される。

5．日本企業へのインプリケーション

ここまで、中国における知財侵害問題の現状を確認しつつ、知財分野に関
わる国家戦略の変遷とその成果を検証した上で、「知的財産権強国建設要
綱」の内容を概観してきた。

本稿の締め括りとして、中国の政策動向を踏まえた日本企業の中国ビジネ
スへのインプリケーションを検討してみたい。中国は米中対立の長期化を念
頭に、科学技術の自立自強を模索している。こうした中で、今後は日本企業
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とのマッチングや技術提携などの機会が増えてくることも期待される。技術
の峻別はもちろん必要だが、日本企業が優位性を持つ分野においては、中国
の政府や企業とアライアンスを組みつつ、市場開拓を推進していける機会が
あれば積極的に検討していくことが大切であろう。中国市場は巨大とはい
え、技術を出し惜しみすれば、マーケットリーダーになれず、ビジネスチャ
ンスを失うこともあり得る。

他方、知財強国に向けた政策を推進しているとはいえ、中国における知財
侵害問題はいまだ深刻であり、リスク対策は欠かせない。また、中国が目指
しているのは技術の国産化であり、中国企業との競争上、技術流出の防止に
努めていくことは今後ますます重要になってくるものと思われる。

加えて、中国が知財保護を強化していくことは、厳罰化が進んでいくこと
を示唆しており、今後は急速に技術力を高める中国企業から訴訟を提起され
るケースが増えてくることも考えられる。そういう意味では、リスクマネジ
メントの観点から、知的財産権強国建設要綱も含めた中国の知財政策の動向
をこれまで以上に注視していくことも必要であろう。

いずれにしても、中国ビジネスにおいてはチャンスとリスクを慎重に見極
めつつ、いわば「是々非々」で対応していくことが必要である。
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